
記載例 
 

 

様式１ 

入札参加資格確認申請書兼誓約書 

 

令和 年  月  日  

 

 

ＳＡＧＡ２０２４実行委員会 

会長 山口 祥義 様 

 

 

住      所 〇〇県○○市〇丁目〇番〇号 

 

（ ふ り が な） 

商 号 又 は 名 称  株式会社○○ 

 

（ ふ り が な ） 

代 表 者 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ 

 

代表者の生年月日 昭和○年 ○月 ○日 

 

事務担当者氏名及び連絡先電話番号 

担当  ○○ ○○ 

                     連絡先 ○○〇〇－○○－〇○○○ 

 

 

ＳＡＧＡ２０２４国スポ・全障スポ両開会式来場記念Ｔシャツ製造業務に関する競

争入札に参加したいので、《営業概要書及び同種業務の履行実績調書を添えて》申請

します。 

本申請書《及び添付書類》の記載事項については事実と相違ありません。 

あわせて、下記の事項のいずれにも該当しない者であることを誓約いたします。 

なお、６については、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについ

て承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認

に利用することに同意します。 

 



記載例 
 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者 

２ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）

に基づき更生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者 

３ 開札の日の６か月前から現在までの間、金融機関等において手形又は小切手を不

渡りした者 

４ 佐賀県発注の契約に係る指名停止措置若しくは入札参加資格停止措置を受けて

いる者又は佐賀県発注の請負・委託等契約に係る入札参加一時停止措置要領に該当

する者 

５ 過去７年において、全国大会等での同種の業務実績を有する者、また、国民体育

大会等の馬術競技の障害物に関して知見を有する者からの助言を受けられる体制

を構築することができる者 

６ 自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者、又は次の各号に掲

げる者が、その経営に実質的に関与していること。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接

的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

注）申請者欄について、本業務を担当する店舗に関する情報を記載すること。 

 （＝営業概要書（様式２）の右欄に記載の情報と一致すること。） 

 



記載例 
 

様式２ 

 

営 業 概 要 書 

 

申 請 者 本社または本店等 本業務を担当する支店等 

 

住   所 

〒 

〇〇県○○市〇丁目〇番〇号 

 

〒 

〇〇県○○市〇丁目〇番〇号 

 

名称・商号 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ) 

株式会社○○ 株式会社○○ 

代表者職・氏名 
(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ) 

代表取締役 ○○ ○○ 代表取締役 ○○ ○○ 

電話番号 
○○〇〇－○○－〇○○○ ○○〇〇－○○－〇○○○ 

ＦＡＸ番号 
○○〇〇－○○－〇○○○ ○○〇〇－○○－〇○○○ 

e-mail 
○○＠○○.○○ ○○＠○○.○○ 

 

注）表の項目は、業務の種類、性質等により適宜修正して使用すること。 

 



記載例 
 

様式３ 

 

同種業務の履行実績調書 

 

 

商号又は名称    株式会社○○     ０ 

 

過去３年間において、同種の業務を受託した実績は以下の通りです。 

団体名 業務名 契約金額 履行期間 業務概要 

○○県○○課 ○〇大会の記

念Ｔシャツの

製造業務 

○○円 〇年〇月○

日～○年○

月○日 

○○大会における来場記念Ｔシ

ャツの製造業務 

     

 

     

 

     

 

履行実績を確認することができる書類（契約書の写し等）を添付すること。 

注）表の項目は、業務の種類、性質等により適宜修正して使用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


